
（案） 

社会保障教育の推進に関する検討会開催要綱 

 

１．趣旨 

次世代の主役となるべき若い世代が、社会保障の意義や仕組みを理解し、必要な制度

を活用できるようにすることとともに、変化する社会における社会保障について当事

者意識をもってもらうことが重要である。 

こうした観点から、社会保障教育を推進するため、令和３年度、厚生労働省において、

指導者用マニュアル等を作成、配布し、令和４年度には、その周知状況や社会保障教育

の実施状況について実態把握を行い、課題と改善案をまとめたところ。 

また、全世代型社会保障構築会議報告書（令和４年 12 月 16 日全世代型社会保障構

築会議）において、「地域共生社会の実現に向け」、「社会保障教育の取組を一層推進す

べき」とされた。 

これらを踏まえ、指導者用マニュアル等について、現場の実態を踏まえた改善策の具

体化を図るとともに、「地域共生社会の実現」という観点から内容の充実を図るための

方策について、検討を行う。 

 

２．検討事項 

（１）令和４年度社会保障教育推進事業有識者検討会報告書に示された改善案を踏ま

えた指導者用マニュアル等の具体的な改訂内容 

（２）「地域共生社会の実現」という観点から指導者用マニュアル等の内容の充実を図

る方策 
（３）その他社会保障教育の推進策 
 

３．構成員 

構成員は、別紙のとおりとする。 

 

４．運営等 

（１） 本検討会は、政策統括官（総合政策担当）が別紙の構成員の参集を求めて開催す

る。 

（２） 本検討会においては、必要に応じ、（１）の構成員以外の学識経験者及び実務経

験者等の出席を求めることができる。 

（３） 検討会は原則として公開するとともに、議事録を作成し、公表する。 

（４） 本検討会の庶務は、政策統括官（総合政策担当）付政策統括室が行う。 

（５） 本検討会は原則公開とする。ただし、公開することにより個人等に不利益を及ぼ

す恐れがあるなど、特段の事情がある場合には、座長の判断により非公開とする

ことができる。会議を非公開にする場合でも、開催予定とともに非公開である

旨、その理由及び議事要旨を公開する。 

（６） この要綱に定めるもののほか、本検討会の運営に関し、必要な事項は、会議に

おいて定める。  
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